
１． 重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

什器備品は定率法で減価償却を実施している。

（２）消費税等の会計処理

消費税込額で表示している。

２． 基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の明細、増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

1,000,000 0 0 1,000,000

1,000,000 0 0 1,000,000

9,544,688 1 4,472,000 5,072,689

1,500,000 0 0 1,500,000

3,152,688 0 1,930,000 1,222,688

2,750,000 0 400,000 2,350,000

2,142,000 1 2,142,000 1

10,544,688 1 4,472,000 6,072,689

（特定資産保有目的）

〇記念事業引当資産　令和８年度法人設立40周年記念事業のための特定費用準備資金

〇事務合理化引当資産　将来の事務機器等更新のための特定費用準備資金

〇青少年育成事業引当資産　青少年育成の社会貢献事業実施のための特定費用準備資金

〇租税教育事業引当資産　地域の子供達への租税教育を実施するための特定費用準備資金

３． その他の固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高

その他の固定資産の取得価額、減価償却累計額及び期末残高は次のとおりである。

（単位：円）

取 得 価 額 減価償却累計額 当期末残高 備　　　考

2,535,862 1,085,523 1,450,339

399,600 399,599 1 平成28年10月取得

118,800 111,102 7,698 平成29年10月取得

87,480 72,993 14,487 平成30年9月取得

140,832 110,412 30,420 平成31年3月取得

503,800 134,347 369,453 令和３年８月取得

917,070 183,414 733,656 令和３年10月取得

126,500 25,300 101,200 令和３年10月取得

187,000 37,400 149,600 令和３年10月取得

ルータ 54,780 10,956 43,824 令和３年10月取得

72,800 0 72,800

2,608,662 1,085,523 1,523,139

電 話 加 入 権

合 計

記 念 事 業 引 当 資 産

事務合理化引当資産

合 計

科 目

青少年育成事業引当資産

デ ジ タ ル 印 刷 機

パ ソ コ ン

レーザープリンター

パ ソ コ ン

租税教育事業引当資産

丁合機

パソコン７台

オウル

ハイエンド６

特 定 資 産

財　務　諸　表　に　対　す　る　注　記

科 目

基 本 財 産

定 期 預 金

什 器 備 品


